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平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

不 況 ・ 雇 用 対 策 事 業 費事 業 名

予 算 額 ６４,７１５,０６８ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

厳しい雇用失業情勢に対応するため、京都府はもとより、国、市

町村、民間が全体として取り組む行動計画として、平成14年度に策

定した 京都府雇用創出・就業支援計画 平成15年度に策定した 京「 」、 「

都府雇用創出・就業支援計画（雇用のミスマッチ解消策 」及び平成）

16年12月に策定したこれらの計画の「中間見直し」に基づき 「雇用、

事 業 内 容 の受け皿づくり 「緊急雇用対策 「雇用のミスマッチの解消」を」、 」、

通じ、新たな雇用・就業機会の創出を目指すとともに、中小企業金

融対策をはじめとするセーフティネットの整備を図る。

２ 事業概要

（単位：千円、人）

実雇用見込人数目 的 事 業 区 分 事 業 費

雇用創出関連事業 ４,９１０,８４８ １,７５１
対 象

緊急雇用対策関連事業 ５,３５０,４６４ ２,３６９
方 法 等

就業支援関連事業 ８８５,４３７ ４,０３８

５３,５６８,３１９ ―セーフティネットの

整 備 関 連 事 業

合 計 ６４,７１５,０６８ ８,１５８

※各種助成金の効果的な活用などにより、雇用に結びつけていく分を含め、

トータルで平成１７年度は12,000人を超える規模の雇用創出を見込む。

担当課・係名 雇用対策プロジェクト雇用促進チーム 075-414-5094課･係 電話番号

府労－１



（単位：千円、人）

頁 事　業　費
実 雇 用
見込人数

担当部局

1 33,000 － 企画環境部

2 708,323 207 保健福祉部

3 354,552 125 保健福祉部

4 20,000 30 保健福祉部

5 20,000 200 保健福祉部

6 316,980 9 保健福祉部

7 21,663 5 保健福祉部

8 12,500 25 保健福祉部

9 600,000 商 　工 　部

10 2,500,000 商 　工 　部

11 220,000 － 商 　工　 部

12 80,380 － 商 　工 　部

13 4,080 12 農林水産部

14 100,000 80
商 　工 　部
教育委員会

15 9,400 15 農林水産部

16 99,088 149 農林水産部

17 8,500 20 農林水産部

18 70,000 23 農林水産部

19 261,765 69 農林水産部

20 157,410 85 農林水産部

21 20,000 24
農林水産部
教育委員会

22 21,000 17 農林水産部

23 90,228 99 農林水産部

24 2,111 3 農林水産部

25 10,000 7 農林水産部

100,000 93 土木建築部

30,000 12 土木建築部

10,000 6 土木建築部

27 500,000 115 土木建築部

28 3,000,000 503
土木建築部
警察本部
教育委員会

29 754,089 705 教育委員会

30 96,873 278 教育委員会

雇用創出関連事業

緊急雇用対策
関連事業

事　業　区　分

「 不 況 ・ 雇 用 対 策 事 業 費 」 主 要 事 業 一 覧

978
京都産業立地戦略２１特別対策事業費補助金

雇用のための企業立地促進特別対策費

「ゆめこうば」支援事業費

けいはんな新産業フロンティア創出事業費

自治体立病院施設整備費補助金

精神障害者社会復帰施設整備費補助金

<緑の公共事業費>いのちと環境の森づくり事業費

<緑の公共事業費>クマ剥ぎ被害緊急対策事業費

<緑の公共事業費>豊かな水の森整備事業費

<緑の公共事業費>安心・安全の森整備事業費
　　　　　　　 (公共治山事業)

<緑の公共事業費>風倒木被害森林緊急再生事業費
              (公共造林事業)

<緑の公共事業費>木の香あふれる学校環境整備事業費

<緑の公共事業費>ウッドマイレージ認証木材普及事業費

<緑の公共事業費>松くい虫等防除関連事業費

老人福祉施設整備費補助金

匠の公共事業費

<緑の公共事業費>京都・文化の森づくり事業費

産学公連携研究開発資金支援事業費

ウエルカム京都誘客促進事業費

<緑の公共事業費>緑の公共担い手育成事業費

ふれあいホーム（地域介護拠点施設）整備事業費

高齢者地域活性化推進事業費

知的障害者援護施設整備費補助金

<緑の公共事業費>ナラ枯れ被害対策事業費

<緑の公共事業費>人と野生鳥獣の共生の森づくり事業費

<緑の公共事業費>緑の河川復活事業費

<緑の公共事業費>緑の渓流復活事業費

<緑の公共事業費>緑の散策道等再生事業費

26

事　　　　　　業　　　　　　名

緊急生活道路小規模改良事業費

臨時生活関連施設整備費

小学校低学年指導充実費

全中学１年生英数少人数教育実施費

府労－１－１



頁 事　業　費
実 雇 用
見込人数

担当部局事　業　区　分 事　　　　　　業　　　　　　名

31 55,000 1,240 府民労働部

32 若年者就業支援ワンストップサービス事業費 (47,000) （1,000)

33 若年者就業支援センター北部センター(仮称)設置費 (3,000) (60)

34 「若年者ワークフェア・京都」等開催費 (5,000) (180)

35 6,300 4 府民労働部

36 15,000 300 府民労働部

37 268,000 885 府民労働部

38 9,800 175 府民労働部

39 2,000 5 府民労働部

40 29,000 37 府民労働部

41 15,000 100 府民労働部

42 10,800 270 府民労働部

43 23,311 3 保健福祉部

8 4,000 10 保健福祉部

44 31,650 29 農林水産部

45 106,000 － 総　務　部

46 51,000,000 － 商　工　部

47 600,000 － 府民労働部

48 － － 教育委員会

49 1,079,898 － 教育委員会

就業支援関連事業 若年者就業総合支援事業費

女性チャレンジネット整備事業費

在宅障害者等就業支援モデル事業費

障害者の自立・就労支援事業費

府立高校授業料減免の特例措置

高校生等修学支援事業費

労働者福祉対策資金貸付金

セーフティネットの
整備関連事業

母子家庭等自立支援事業費

ふるさとのあすをひらく新規就業支援事業費

青少年の社会的ひきこもり支援事業費

中高年齢者再就職総合支援事業費

離職者等再就職訓練事業費

「ゆめこうば」支援事業費（就労訓練支援事業）

中小企業金融対策費

障害者就職促進対策費

Ｕターンセンター事業費

私立学校授業料減免事業等補助金

府労－１－１



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

Ｎ Ｐ Ｏ と の 協 働 事 業 費事業名

予算額 新規・継続の別 新規・継続１８３，９６２千円

１ 趣 旨

府民発・府民参画・府民協働 の行政システムを推進するため Ｎ「 」 、「

ＰＯ協働推進アクションプラン」に基づき、ＮＰＯとの協働の一層の推

進を図る。

２ 事業概要

事業内容

目 的 内 容 事業数 事業費（千円）

対 象

方法等 ＮＰＯへの事業の委託 ２１ １０２，１４０

ＮＰＯの行う事業への補助 ５ ２２，５８２

事業の企画、運営における １１ ５２，７４０

ＮＰＯの参加・協力

ＮＰＯとの協働を進めるた １ ６，５００

めの事業 （再掲）

合 計 ３７ １８３，９６２

府民労働総務課府民相談係 ０７５-４１４-４２１０担当課・係名 課 ・ 係 電 話 番 号

府労－２



（ＮＰＯへの事業の委託）

企画環
境部

1 水環境保全ネットワーク事業費
水環境の調査、シンポジウム開催等流域水環境保
全促進の取り組み

各流域のＮＰＯ
等

2,500

2
地球デザインスクール推進事業
費

地球環境との共生技術を学ぶ教室活動
（特）地球デザ
インスクール

12,000

3
地域と人をむすぶＩＴ活用拠点運
営事業費

北部地域におけるＩＴの拠点として、地域内外との交
流、人材の育成、情報発信

（特）舞鶴ＩＴ推
進協議会

9,500

4
自然創出型ビオトープ活動支援
事業費

ビオトープ整備の普及・活用・アドバイス等
（特）ビオトープ
ネットワーク京
都

1,800

5 みどりの屋上推進事業費 民間施設等が行うビオトープ整備に対する支援等
（特）ビオトープ
ネットワーク京
都

1,500

6 京都の自然ふれあい体験事業費
体験型、解説型の要素を取り入れた自然観察会の
実施

（特）自然観察
指導員京都連
絡会

1,300

7
産業廃棄物発生抑制等促進事業
費（環境配慮型製品使用促進事
業）

環境に配慮した製品の使用促進事業
京都グリーン購
入ネットワーク

2,000

8 京と地球の共生推進事業費
地球温暖化防止に関する相談、情報提供、教室等
の開催

（特）京都地球
温暖化防止府
民会議

16,000

9 エコファミリー推進事業費
二酸化炭素の削減を行う「エコファミリー」「エコ親子」
の認定

（特）京都地球
温暖化防止府
民会議

1,500

10
府民参加型自然エネルギー普及
促進事業費

府民参加型の自然エネルギー導入の取り組みの推
進

（特）京都地球
温暖化防止府
民会議

3,000

11 保全地域環境整備事業費 保全地域における自然環境の保全を図る事業 NPO等 3,040

12
住民協働による絶滅危惧種・生
息地保全モデル事業費

絶滅寸前種の住民協働方式による保全の取り組み ＮＰＯ等 3,000

府民労
働部

13
ＮＰＯ協働推進事業費（広域振興
局ＮＰＯ活動促進フォーラム開催
事業）

社会貢献活動の機運醸成、広域振興局におけるＮＰ
Ｏ等との協働推進のためのフォーラム等

ＮＰＯ法人から
企画公募で選
定

1,000

14
青少年の社会的ひきこもり支援
事業費

ひきこもり当事者に就労体験、宿泊を伴う共同生活
等、様々な体験ができる機会を提供

ＮＰＯ等 4,900

15
ドメスティック・バイオレンス対策
事業費

ドメスティック・バイオレンスに関する啓発講座、グ
ループカウンセリング、相談窓口の設置

ＮＰＯ等 6,300

16 桂川運動公園管理費
桂川運動公園の除草、清掃、利用調整、有効活用
等

ＮＰＯ等 2,500

保健福
祉部

17 ふるさと墓参等（里帰り）事業費
ハンセン病療養所に入所している京都府出身者の
里帰り、墓参り等

小島をバラ園に
する会

2,800

商工部 18 休日等消費生活相談事業費 消費者相談の休日窓口の設置 ＮＰＯ等 2,000

農林水
産部

19 京都モデルフォレスト創造事業費
森林を核とした府民ぐるみでの環境保全活動の推進
のためのシンポジウム、ワークショップ等の開催

NPO 4,200

20
ウッドマイレージ認証木材普及事
業費

環境ＮＰＯと連携し、府独自のウッドマイレージＣＯ２
認証制度の普及啓発を図る

（特）京都地球
温暖化防止府
民会議

21,000

土木建
築部

21
府営住宅コミュニティづくり支援事
業費

外国人入居者向けの入居のしおり翻訳版を作成配
布

ＮＰＯ等 300

「Ｎ　Ｐ　Ｏ　と　の　協　働　事　業　費」　主　要　事　業　一　覧

事業概要 事業費部局名 事項（事業名） 対象

府労－２－0



「Ｎ　Ｐ　Ｏ　と　の　協　働　事　業　費」　主　要　事　業　一　覧
（ＮＰＯの行う事業への補助）

総務部 22
災害救援専門ボランティア運営
事業費

災害ボランティアに対する支援
ボランティア関
係団体

1,482

企画環
境部

23 みどりの環境学習推進事業費
ＮＰＯ等の民間団体が子どもや若い世代を対象に実
施する自然体験、自然観察等の支援

ＮＰＯ、任意団
体等

7,000

府民労
働部

24 青少年社会貢献活動促進事業費
青少年が社会とのかかわりを自覚し、自ら行う社会
貢献活動の促進・支援

ＮＰＯ法人等 2,100

25 青少年活動活性化事業費 府内青少年団体の連携組織の活動支援 ゆめっと京都 2,500

商工部 26 西陣｢IT路地」運営事業費
ＩＴ、ＳＯＨＯ等を対象としたインキュベート施設の運
営

（特）西陣町家
スタジオ

9,500

（事業の企画、運営におけるＮＰＯの参加・協力）

企画理
事（広域
振興局）

27
地域戦略推進費（山城うるおい水
辺パートナーシップ事業）

府管理河川において河川敷の除草・清掃活動等を
行うNPO・ボランティア団体等に対する支援

NPO・ボラン
ティア団体等

1,500 ※

企画環
境部

28
学研都市新時代プランまちづくり
推進事業費（けいはんな国際想
像都市フェスティバル開催事業）

学研都市の資源を活用した、地域連携、交流事業の
推進

（特）舞台芸術
トレーニングセ
ンター

1,600

29
学研都市新時代プランまちづくり
推進事業費（けいはんな学研都
市子ども夢プロジェクト推進事業）

子ども達を対象とした科学フォーラム等の開催 ＮＰＯ等 500

30 身近な水環境づくりモデル事業費住民の水辺環境保全の取り組みへの支援 ＮＰＯ等 1,100

府民労
働部

31
ＫＹＯのあけぼのフェスティバル
開催事業費

男女共同参画社会の実現をめざして、府内で活動
する女性団体やＮＰＯの成果発表や意見交流を実
施

ＮＰＯ等 7,000

32
舞台芸術振興・次世代体験事業
費

次世代を中心とした演劇や舞踊、音楽のフェスティ
バルを府民やＮＰＯの参画により開催

京都文化財団
がNPOと協働し
て実施

6,040

(14)
青少年の社会的ひきこもり支援
事業費

ひきこもり当事者に就労体験、宿泊を伴う共同生活
等、様々な体験ができる機会を提供

ＮＰＯ等 900

33
青少年すこやか支援地域ネット
ワーク事業費

非行等の問題を抱える青少年の立ち直り支援
青少年育成協
会がNPOと協
働して実施

6,000

保健福
祉部

34 エイズ・性感染症等対策事業費
青少年に対するエイズ・性感染症に関する正しい知
識の普及・啓発のための参加型研修会の開催、保
健所職員等を専門的職員研修に派遣

NPOと連携し、
NPOのノウハウ
を取得して実施

2,500

35
介護・福祉サービス第三者評価
等推進事業費

福祉サービス第三者評価事業推進組織における評
価調査者養成研修の実施、ホームページ上での評
価結果の公表

第三者評価支
援機構にNPO
が参画

7,600

36
災害ボランティア活動等振興事
業費

京都府災害ボランティアセンターの設置、運営
市町村要配慮者対策支援、ボランティア活動の普及
や育成等

災害ボランティ
アセンターに
NPOが参画

14,000

37 地域発未来っ子応援事業費 ＮＰＯとの協働による子育て支援事業
NPO等、ボラン
タリー団体

4,000

※は事業協力

（ＮＰＯとの協働を進めるための事業）

(13) ＮＰＯ協働推進事業費 ＮＰＯとの協働推進のため各種支援 6,500

・ＮＰＯ協働ポータルサイトの開設

・ＮＰＯパートナーシップセンターの設置

・ＮＰＯ協働推進会議の設置・運営

府民労
働部

事業概要

事業概要

事業概要

対象

対象

対象 事業費

事業費

事業費

部局名 事項（事業名）

部局名 事項（事業名）

部局名 事項（事業名）

府労－２－1



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

Ｎ Ｐ Ｏ 協 働 推 進 事 業 費事業名

予算額 新規・継続の別 新 規７，５００ 千円

１ 趣 旨

「ＮＰＯ協働推進アクションプラン」に基づき、ＮＰＯとの協働を進

めるため、情報提供・交流等の環境整備等に取り組む。

２ 事業内容

事業内容

目 的

対 象 項 目 概 要

方法等

ＮＰＯ協働ポータル ＩＴを活用し、協働に関する情報提供やＮＰＯ

サイト（再掲） からの事業提案等の総合窓口となるポータルサ

イトを設置（ ）電子府庁推進室予算で対応

ＮＰＯパートナーシ 行政とＮＰＯ、ＮＰＯ相互の情報交換や交流等

ップセンター を行う協働推進拠点を整備（丹後勤労者福祉会

館）

協働推進会議 ＮＰＯ関係者及び学識経験者等による推進会議

を設置し、協働評価システム等を検討

広域振興局ＮＰＯ活 社会貢献活動の気運の醸成、ネットワーク構築

動促進フォーラム を図るため、ＮＰＯから企画案を募集して実施

（南丹及び中丹広域振興局管内で開催）

府民労働総務課府民相談係 ０７５-４１４-４２１０担当課・係名 課 ・ 係 電 話 番 号

府労－３



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 犯罪のない安心・安全なまちづくり計画策定費

予算額 ２，０００千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

平成１６年１２月に制定された「京都府犯罪のない安心・安全な

まちづくり条例 （第３条）に基づき、総合的な施策を推進するた」

めの計画を策定する。

２ 内 容

学識経験者、防犯関係ボランティア、行政関係者等による策定委

事業内容 員会を設置し、地域社会において、府が市町村をはじめ府民、事業

目 的 者及びボランティア団体と連携・協力して「犯罪のない安心・安全

対 象 なまちづくり」及び「犯罪被害者等に対する支援」について、総合

方法等 的な施策を推進していくための計画を策定する。

３ 策定時期

平成１７年１２月目途

０７５-４１４-５０７９担当課・係名 府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 課 ・ 係 電 話 番 号

府労－４



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

事業名 府民防犯旬間啓発活動費

予算額 ４，５００千円 新規・継続の別 新規、継続

１ 趣 旨

府民一人ひとりの防犯意識の向上と、犯罪を発生させない環境づ

くりを推進するため、犯罪のない安心・安全なまちづくりの機運を

醸成する広報・啓発活動を実施する。

２ 内 容

（千円）

事業内容

目 的 実 施 時 期 内 容 予算額

対 象

方法等 ・ 府民防犯の日 ・旬間 ・大会、街頭啓発等「 」

７月 ・地域における啓発活動 ３，７００（ ）

・全国地域安全運動の期 ・安心・安全まちづくり

間 月 京都大会の開催 ８００（ ）10

計 ４，５００

※ 府民防犯の日 ７月１０日（京都府犯罪のない安心・安全なま

ちづくり条例第９条）

０７５-４１４-５０７９担当課・係名 府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 課 ・ 係 電 話 番 号

府労－５



平成１７年度当初予算案主要事項説明
府民労働部
警 察 本部

子どもの安心・安全を守る総合対策事業費事業名

新規・継続の別 新 規予算額 １９，０００千円

【趣 旨】

子どもへの声かけ事案が相次ぐなど、子どもを取り巻く社会状況が深刻化している中で、子どもの安
全を守る環境を整備するとともに、府民が安心して安全に暮らすことができるまちづくりの推進を図る。

【事業概要】
（単位：千円）

項 目 概 要 事 業 費 担当部局事業内容

防犯・防災情報 ・防犯 犯罪発生情報を迅速に、希望 １０，０００ 府民労働部目 的 ▼ ・
メール配信事業費 する保護者等の携帯電話等へメール 再 掲対 象

防災室予算に方法等 配信
より対応※障害者への災害緊急情報伝達シ

ステム（保健福祉部所管）の開発
と併せて事業を行う。

こども１１０番のいえ ・ こども１１０番のいえ 設置個所の増設 ２，０００▼ 「 」 「 」
倍 増 費

防 犯 推 進 委 員 ・防犯推進委員を増員し、腕章を交付 ５，０００ 警 察 本 部▼

活 動 強 化 費

地域安心・安全 ・地域住民・防犯ボランティア団体等 ２，０００▼

ステーションモデル の連携強化等
事 業 費

合 計 １９，０００

府民労働総務課 安心・安全まちづくり推進室 （直通）０７５－４１４－５０７９
担当課・係名 課 ・ 係 電 話 番 号

警 察 本 部 生 活 安 全 企 画 課 （代表）０７５－４１５－９１１１ 内線３０４１

府労－６



平成１７年度当初予算案主要事項説明
府 民 労 働 部

舞台芸術振興・次世代体験事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規１５，０００ 千円

１ 趣 旨

将来の京都の文化を担う小中高校生（次世代）を対象に「ほんまもん」の舞台芸

術の鑑賞や現場での体験の機会を提供すると同時に、京都のアーティスト育成・支事 業 内 容

援公演や異分野交流のプロデュース公演及び府民との協働・参画プログラムによる

目 的 公演などを行い、府民が舞台芸術に親しむ環境を創出し、京都の舞台芸術を活性化

対 象 させる。

方法等

２ 事業概要

◆質の高い次世代アーティストプログラム （音楽・演劇・舞踊等）

・京都ゆかりのアーティスト育成・支援公演

・ ほんまもん」の舞台芸術の鑑賞公演「

① 本番前の厳しいリハーサルの見学、音響・照明等の調整や舞台仕込み等

◆伝統からの創造・発信プログラム （古典芸能を核とするプロデュース公演）

・古典と現代、異分野異文化の交流等による京都発のプロデュース公演

・府で制作した作品の府域や府外での公演

プロデュース公演に係る次世代向けに設けられた練習等を体験②

◆府民との協働・参画プログラム （府民・NPO等との協働による創作劇等）

・演劇フェスティバル、ｱﾙﾃｨ･ﾌﾞﾖｳ･ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ、古典芸能ワークショップ等

③ 演劇フェスティバル等での本公演への出演、舞台補助（小道具運搬）等

※ ①、②、③ ： 各プログラムの公演で実施する「次世代文化体験事業」

担当課・係名 文化芸術室 芸術係 課・係 電話番号 075-414-4222

府労－７



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

文化力創造懇話会運営費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続２，０００ 千円

１ 目 的

文化力創造懇話会「文化力による京都活性化研究会」から「京

事 業 内 容 都府の文化力を向上し、京都の活性化を図るための条例が必要」

との提言を受け、文化力を活かした京都の活性化という視点や文

目 的 化芸術振興基本法の趣旨等を踏まえ 「文化力による地域活性化、

対 象 推進条例（仮称 」の制定に向けた検討を進める。）

方法等

２ 事業内容

(1) 文化力創造懇話会「文化力による地域活性化推進条例（仮

称 」検討委員会の開催・運営）

(2) 関係団体への意見聴取・照会

(3) 条例制定に係る意見交換会の開催

担当課・係名 文化芸術室 企画係 課・係 電話番号 075-414-4217

府労－８



平成１7年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

「京都文化会議2005」開催費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１５，０００ 千円

１ 目 的

世界に開かれた文化の交流と結晶の場として２１世紀のいま、

その意義をさらに高めている京都に、内外からさまざまな文化を

事 業 内 容 担う人々を招き、こころをめぐるあり方を中心的なテーマに、広

、 。く深い対話をとおして 地球と人類文化の輝きを増す方途を探る

目 的 （継続的に開催）

対 象

方法等 ２ 実施内容

こころをめぐるあり方を中心的なテーマにした国際会議の開催

・時期／平成17年秋

・京都大学などと協力（共同）して実施

担当課・係名 文 化 芸 術 室 企 画 係 課・係 電話番号 075-414-4217

府労－９



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

国民文化祭推進事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 継 続１，０００ 千円

１ 目 的

国民文化祭の京都開催誘致のための取組を進めるとともに、府内の文化団体等

を国民文化祭に派遣し、全国レベルでの文化交流及び文化活動への参加意欲を喚

起する。

２ 内 容事業内容

○府域文化協会設立準備

府域を統括する文化団体の設立に向けた準備を進める。目 的

国民文化祭へ派遣対 象 ○

府内の文化団体等が、福井県で開催される国民文化祭に出演するための方法等

経費の一部を負担する。

＜参考＞

第２０回国民文化祭・ふくい２００５

開催場所：福井県

開催期間：平成１７年１０月２２日（土）～１１月３日（木・祝）

(今後の開催県)

平⑱山口県、平⑲徳島県、平⑳茨城県、平○静岡県、平○岡山県21 22

担当課・係名 文化芸術室 企画係 課・係 電話番号 075-414-4217

府労－１０



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

新たな文化マーケット創出事業費事 業 名

予 算 額 新規・継続の別 新 規３，０００ 千円

１ 背 景

京の文化振興プランにおいて、京都の文化を「地域や産業の活性化を推進する

力」となる『文化力』として捉え直し、府内の産業活性化や各地域の振興につな

げていくための重点施策として「文化による新たなマーケットの創出 「作家・」、

職人等の育成・支援」等の施策を行うこととした。

事 業 内 容

２ 事業概要

「文化による新たなマーケット」の創出に向け、高い文化力を有する企業や様目 的

▲

々な発想を持つ人材等と連携して、文化力をビジネスにつなげる「文化による起対 象

業コンペティション」などの実施のための準備を進める。方法等

・ 専門家への意見聴取

・ 経済団体・業界、関係者等との調整によるチャンネルづくり 等

若手の作家・職人等の育成・支援を図るため、作品を展示販売することのでき

▲

る「アートフリーマーケット」を京都文化博物館で開催する。

・ 美術関係団体、大学等との連携

・ 若手作家・職人等と鑑賞者（買い手）との出会いの場の創設 等

担当課・係名 文化芸術室 企画係 課・係 電話番号 075-414-4217

芸術係 075-414-4222

府労－１１



平成１７年度当初予算主要事項説明
府民労働部

女性チャレンジネット整備事業費事 業 名

（一部新規）予 算 額 新規・継続の別 継続９，８００千円

１ 目 的

男女共同参画社会の実現に向けた施策として、再就職・キャリアアップや起業

ＮＰＯ活動など、女性のライフステージに応じたチャレンジを支援することによ

り、社会の様々な分野における女性の参画を促進する女性チャレンジネット整備

事業を実施する。

２ 事業内容

事 項 名 内 容

女 女性チャレンジ チャレンジしたい女性の幅広いニーズに対する女性の

性 支援アドバイザ キャリアカウンセラーによる相談

チ ー設置事業（チ ・女性総合センター 毎週 火・土 10:00～17:00

事業内容 ャ ャレンジ相談） ・北部地域巡回相談（年１２日、⑰新規）

レ ＜拡充＞

目 的 ン

対 象 ジ 女性チャレンジ 女性の起業やＮＰＯ立ち上げを支援するインキュベー

方 法 等 ネ インキュベーシ ションを女性総合センター内に整備（全国初）

ッ ョン整備事業

ト ・入 居 数 … ６グループ

整 ＜新規＞ ・入 居 期 間 … 最長３年

備 ・利 用 料 … 1,500円／ ／月（通信費等）㎡

事 ・ブロードバンド環境、共用ＦＡＸ等整備

業

Ｋ 地 域 講 座 男女共同参画に関する基礎的な内容を学ぶ入門講座

Ｙ

Ｏ 子育て支援講座 父親の家事・育児への参画を通して、家庭での男女共

の 同参画について考える講座

あ

け 女性のキャリア 女性の新分野への参画ニーズを後押しするため、起業

ぼ 支援講座 やＮＰＯ設立などの方法等を学ぶ講座

の

大 チャレンジ支援 女性の就業を総合的に支援するため、必要な知識や技

学 講座 術を学ぶ講座

女性政策課企画・推進担当 課・係 電話番号 075-414-4291担当課・係名

府労－１２



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

事 業 名 女性国内交流事業費（女性の船）

予 算 額 ８，０００千円 新規・継続の別 継 続

１ 目 的

女性の学習・社会参画を促進し、女性リーダーの養成とネットワーク化
による多様な地域活動の推進を図るため、女性の国内交流事業（研修）を

、 。実施することにより 男女共同参画による豊かな地域社会づくりを目指す

２ 概 要

実施時期 研修Ⅰ 平成１７年５月下旬（１日）
研修Ⅱ 平成１７年６月中旬（４泊５日）

事 業 内 容
訪 問 先 北海道（現地研修、現地交流等）

目 的
対 象 対象・定員 府内在住の２０歳以上の女性・一般公募
方 法 等 １００名

女性政策課企画・推進担当 課･係 電話番号 075-414-4292担当課・係名

府労－１３



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

事 業 名 ＫＹＯのあけぼのフェスティバル開催費

予 算 額 ８，０００千円 新規・継続の別 継続

１ 目 的

誰もがお互いの個性や能力を生かしながら、自分らしく生きることので
きる男女共同参画社会の実現に向けての気運の醸成と、府民の理解促進を
図ることを目的として実施する。

２ 概 要

開催時期 平成１７年１０月中旬（２日間）

事 業 内 容 開催場所 京都府民総合交流プラザ

目 的 主 催 京都府、ＫＹＯのあけぼのフェスティバル実行委員会
対 象
方 法 等 参 加 者 約３，０００人

内 容 式典（あけぼの賞表彰式 、ワークショップ）
講演・シンポジウム 等

女性顕彰事業（あけぼの賞）３
府内で活躍している女性（個人又はグループ）で、特に功績の
著しい女性を式典において表彰する （４名程度）。

女性政策課企画・推進担当 課･係 電話番号 075-414-4292担当課・係名

府労－１４



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部・保健福祉部

事 業 名 青少年の社会的ひきこもり支援事業費

予 算 額 ８，３００千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
社会問題化している青少年の「社会的ひきこもり」について、行政
と民間との支援ネットワークを構築し、ひきこもり当事者の自立と社
会参加を促進するとともに、当事者を支える家族の負担を軽減し、家
族の「安心と安らぎ」を確保する。

２ 事業概要

項 目 内 容

青少年の社会的ひ ＮＰＯ等民間支援団体と行政関係機関等との連携・協

きこもり支援ネッ 働や情報共有化の基盤づくりを目的とする支援ネットワ

トワーク推進事業 ーク推進会議等の運営事 業 内 容

ひきこもり専門相 精神保健福祉総合センターに「ひきこもり専門相談窓

談窓口設置事業 口」を設置するため臨床心理士を配置目 的
(新規)対 象

方 法 等
ひきこもり支援サ ひきこもり経験者、その家族、こころの健康推進員等

ポーター育成事業 を地域の身近な相談相手となる「ひきこもり支援サポー

(新規) ター」として育成

ジョブトレーニン 就労意欲や対人関係能力を向上させるため、職親、ジ

グ支援事業 ョブコーチ等を活用した就労体験活動を実施

（ ）新規

宿泊共同体験活動 自立・社会参加の意欲・能力を養うため、府青少年海

支援事業 洋センターでの共同生活や各種体験活動を実施

府民理解促進事業 ＮＰＯ等の支援情報周知のための冊子作成

（ ）新規

：075-414-4301担当課・係名 青少年課 企画・育成担当 青 少 年 課
課・係 電話番号

：075-414-4732精神・社会参加室 精神・社会参加担当 精神・社会参加室

府労－１５



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府 民 労 働 部

事 業 名 青少年すこやか支援地域ネットワーク事業費

予 算 額 新規・継続の別 継 続６，０００千円

１ 趣 旨

非行等の問題を抱える青少年に立ち直る機会を提供するため、地域

の青少年団体等と連携・協力し、継続的活動の場（＝居場所）をつく

るモデル事業を実施する。

２ 事業概要

事 業 内 容 項 目 内 容

目 的 地域ネットワーク ・関係行政機関・団体が連携できるよう推進会

対 象 推進会議の運営 議を設置・運営

方 法 等 ・青少年を受け入れる活動団体を開拓

体験活動コーディ ・受け入れ団体との調整と青少年の継続的参加

ネーターの設置 を支援する体験活動コーディネーターを設置

保護者ネットワー ・フォーラムやセミナー開催を通して、保護者

クの構築 のネットワーク構築を支援

青少年課企画・育成担当 課・係 電話番号 075-414-4301担当課・係名

府労－１６



平成１７年度 当初予算案主要事項説明

府民労働部

多様な働き方応援モデル推進事業費事 業 名

１，０００千円 新 規予 算 額 新規・継続の別

１ 趣 旨

就業形態が多様化する中、仕事と家庭の両立を目指す仕組み（短時間正社員制度

等）の構築のための課題と対応策を示すことにより、新たな雇用モデルの導入を促

進する。

事業内容

２ 事業概要

(1)「多様な働き方応援モデル研究会」の設置（６回程度開催）

①構 成

企業、学識経験者、関係団体等

②内 容

企業等と連携して課題解決モデル（短時間正社員）に関する事例調査及び分析を目 的

実施

＜検討項目＞対 象

ａ 賃金・労働時間水準の考え方

ｂ 能力評価のあり方方 法 等

ｃ 仕事の配分等仕事の進め方 等

(2)雇用モデルの導入促進

「多様な働き方応援モデル」として広く府内企業へ還元し、取組みを進めようと

する企業における問題解決を支援

課・係

労 政 課 労働教育係 ０７５－４１４－５０８５担当課・係名 直通電話番号

府労－１７



平 成 １７ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

能力開発フェア開催費事 業 名

継 続予 算 額 新規・継続の別５，５００ 千円

【目 的】

職業訓練をはじめとする職業能力開発や、様々な産業分野における優れた技
能を広く府民に紹介し、理解を深めるとともに、技能尊重気運の高揚を図る。

【概要(予定)】

事業内容 １ 開催時期 平成１７年１１月１２日（土）～１３日（日）

２ 会 場 京都府総合見本市会館（パルスプラザ）
目 的

３ 主 催 Ｋｙｏｔｏ能力開発フェア実行委員会
対 象

方 法 等 ４ 参加団体 職業能力開発施設、業種別組合、技能士会など約８０団体

５ 内 容

(1) 参加団体による展示、実演、即売、体験

(2) 来場者参加による手作り技能教室

(3) 職業能力開発の相談、アドバイス等を行う相談コーナー

(4) 職業能力開発・技能検定功労者、訓練生作文コンクール優秀作品の表彰
等

６ そ の 他 平成１６年度入場者 約２０，０００人

担当課・係名 能 力 開 発 課 振 興 係 課・係電話番号 ０７５－４１４－５１０３

府労－１８



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

若年者就業総合支援事業費事 業 名

予 算 額 ５５，０００ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨

依然として厳しい就業環境にある若年求職者（概ね30歳まで）の就

職を支援するため、若年者就業支援センターを運営するとともに、府

北部地域の若年求職者に対する支援の充実を図るため、北部センター

（サテライト）を設置する。

また、新たにフリーター等も対象とした「若年者ワークフェア・京

事 業 内 容 都」等を開催し、就業機会の確保を行うことにより、若年者の就業を

総合的に支援する。

２ 事業内容目 的

新規・継続 雇用見込人数対 象 事 業 名 事業費

若年者就業支援 事業費 継続 1,000人
方 法 等

ワンストップサービス
千円

47,000

新規 3,000 60人
若年者就業支援センター

北部 (仮称)設置費センター

「若年者 ・京都」等開催費 5,000 180人ワークフェア 新規・継続

合 計 55,000 1,240人

担当課・係名 課・係 電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

府労－１９



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

若年者就業支援ワンストップサービス事業費事 業 名

予 算 額 ４７，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

（ ） 、依然として厳しい就業環境にある若年者 概ね30歳まで を対象に
国のジョブカフェ事業を活用し、相談からキャリアアップ、職業紹介
までを一貫して行うワンストップサービスを提供する。

事 業 内 容 ２ 事業内容

目 的 相 談・ ・キャリアカウンセリング
情報提供 ・企業説明会（面接会 、企業採用情報の提供 等）

対 象
研 修 等 ・就職支援セミナー（２日間：毎週）

方 法 等 ・ミニセミナー（半日単位：ほぼ毎日）の開催 等

職業紹介 ・独自の求人開拓を基にした無料職業紹介の実施
・就職後の職場定着相談

(注) 事業は、国のジョブカフェモデル事業を活用し、上記事業に加え、キ

ャリアアップ研修（若者しごと塾、京都キャリアカレッジ、人材育成プ

ログラム）等を実施予定。

３ 雇用見込人数
実雇用 １，０００人

（ 参 考 ） 若年者就業支援センター利用状況（１７年１月末）

利用者数 延べ22,344人
来所者数 12,961人
ｷｬﾘｱｱｯﾌﾟ研修受講者数 5,336人
出張ｾﾐﾅｰ、巡回相談利用者数 1,792人
企業説明会等参加者数 2,243人
ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ・職場体験人数 12人

就職内定者数 958人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

府労－１９－１



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

若年者就業支援センター北部センター(仮称)設置費事 業 名

新規・継続の別 新 規予 算 額 ３，０００千円

１ 趣 旨

京都市内にある若年者就業支援センターへの来所や各種のキャリアア

ップ研修の受講が困難な府北部地域に在住する若年求職者に対応するた

め、北部センター(仮称)（サテライト）を開設する。

２ 事業内容

(1) 設置時期 平成１７年１０月(予定)

事 業 内 容

(2) 設置場所 中丹広域振興局管内

(3) 事業内容目 的

情報提供 ・就職関連情報、キャリアアップ情報等の提供対 象

研 修 等 ・就職支援セミナー 等方法等

職業紹介 ・独自の求人開拓等を基にした職業紹介

・Ｕターンセンターと連携した職業相談

(4) 運営

、 。国のジョブカフェ事業を活用し キャリアカウンセラー等を配置

３ 雇用見込人数

実雇用 ６０人

075-414-5095担当課・係名 課･係 電話番号雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

府労－１９－２



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

｢若年者ワークフェア・京都」等開催費事 業 名

予 算 額 ５，０００ 千円 新規・継続の別 新規・継続

１ 趣 旨
若年者の就業支援を図るため、従来の新規学卒者等を対象とした就職
面接会に加え、国のジョブカフェ事業も活用し、新たに学卒未就職者や
フリーター等を対象とした総合的な就業支援フェアを開催する。

２ 事業概要

区分 新規｢若年者ワークフェア・京都｣ 新規学卒者等就職面接会

対象 学生及び概ね３０歳未満の学卒 大学、短大、専修学校等新規卒
事 業 内 容 者 未就職者、早期離職者、フリー 業予定者等

ター 等

目 的 回数 １ 回 ３ 回

対 象 内容 ①企業説明会・就職面接会 ①就職面接会
②Ｕターン、福祉職場等各種就 ②Ｕターン相談コーナー

方 法 等 職相談コーナー ③福祉職場への就職相談コーナー
農林水産業新規就業相談コーナー③就職支援シンポジウム ④

④キャリアアップ相談コーナー 等
キャリアカウンセリングコーナー⑤
⑥インターンシップ相談コーナー
⑦民間就職支援会社相談コーナー
⑧その他各種情報提供 等
(注)事業は国のジョブカフェ事
業も活用して実施。

３ 雇用見込人数
実雇用 １８０人

新規学卒者等就職面接会の開催実績（参考）⑯
開 催 日 6/24 1/26 <今後の開催計画>
参加企業 153 76 第３回目（芸術系合同説明
参加学生 968 517 会)を３月２日(水)に開催
就職件数 52 調査中 予定。

担当課・係名 課･係 電話番号 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム

府労－１９－３



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

中高年齢者再就職総合支援事業費事 業 名

予 算 額 １５，０００ 千円 新規・継続の別 継 続

１ 趣 旨

厳しい雇用失業情勢におかれている中高年離職者に対し、相談からセミ

ナーの開催、求人ニーズの高い営業・販売職などへの就業を促進するキャ

リアアップの支援、さらには就職面接会の開催までの総合的な再就職支援

を実施

事 業 内 容 ２ 事業内容

取組内容 実 施 内 容

求職活動中の中高年齢者に対して、自己

再就職支援セミナー 分析や模擬面接訓練などの演習中心の３

日間のセミナーを実施目 的

個別相談支援事業 就職支援コーディネーターを配置し、個

別カウンセリングを実施対 象

求人の多い営業・販売職を新たに目指す

キャリアアップ研修 人を対象とした５日間程度のキャリアア方 法 等

ップ研修を実施

就 職 面 接 会 中高年離職者等を対象とした再就職面接

会を年３回実施

３ 雇用見込人数

実雇用 ３００人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

府労－２０



平 成 １７ 年 度 当 初 予 算 案 主 要 事 項 説 明

府 民 労 働 部

障害者の自立・就労支援事業費事 業 名

２９，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

【目 的】
障害者校以外の府立高等技術専門校と障害者就業・支援センターが連携し
て、一体的に知的障害者等を対象に生活 就労相談から職業訓練 就職 職場定着・ 、 、
まできめ細かく自立・就労支援を行う。

【事業内容】
事業内容

◆職業訓練
京都高等技術専門校及び福知山高等技術専門校の施設内において、障害者
対象職業訓練を実施する。

コース名 定 員 期 間

目 的 ＯＡビジネス科
１０名×２ ６月京都高等技術専門校

(身体障害者対象)対 象
方 法 等 販売実務科

１０名 12月福知山高等技術専門校
(知的障害者対象)

◆生活・就労相談から訓練・就職・職場定着までの一体的な支援体制の整備

配置人員

△

・就労定着推進員
・障害者職業訓練アドバイザー
・訓練指導員等

業務内容

△

・障害者の就職・職場適応支援及び企業に対する職場環境改善等の助言・
援助
・訓練コースの設定・運営
・職業訓練の実施及び受講生への就職等支援

【雇用見込人数】

実雇用 ３７人

△

能 力 開 発 課 指 導 係 ０７５－４１４－５１０５
担当課・係名 課・係 電話番号

雇用対策ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 就業支援ﾁｰﾑ ０７５－４１４－５０９５

府労－２１



平成１７年度当初予算案主要事項説明

府民労働部

在宅障害者等就業支援モデル事業費事 業 名

予 算 額 ２，０００ 千円 新規・継続の別 新 規

１ 趣 旨

厳しい雇用情勢にある障害者の雇用促進を図るため、雇用創出・就業支

事 業 内 容 援計画「中間見直し」に基づき、「障害者自立支援計画」に盛り込まれた雇

用関係施策と連携しながら、障害者のＩＴ技能の向上を図り、重度障害者等

の就労環境の整備を図る。

目 的 ２ 事業概要

対 象 府内各地域で障害者の就労支援活動を行っているＮＰＯ法人等に対し、

パソコンを活用した在宅就労を希望する重度障害者等を対象としたホーム

方 法 等 ページ作成研修事業を委託する。

３ 雇用見込人数

実雇用 ５人

担当課・係名 075-414-5095雇用対策プロジェクト 就業支援チーム 課・係 電話番号

府労－２２
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府 民 労 働 部

事 業 名

離職者等再就職訓練事業費

２６８，０００ 千円 継 続予 算 額 新規・継続の別

事業内容 【目 的】
再就職に効果的な短期職業訓練を実施することにより、離職者等の再就職の
促進を図るとともに、企業の人材ニーズ、労働者の能力水準等に応じた多様な
職業能力開発機会の整備・拡大を図る。
また、専門就職指導員による就職指導を行い、訓練受講者の早期再就職を支
援する。

目 的
【事業内容】

対 象

方 法 等 ◆離職者向け短期職業訓練（２４８，０００千円）
大学等の高等教育機関を活用した訓練を始め、多様な短期職業訓練を実施
し、離職者の再就職を促進する。
● 短期職業訓練

定員 訓 練 科 目コース
5 95 環境マネジメント ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ 等大学等委託訓練 財務・戦略

中核人材育成 2 48 初 級 シ ス ア ド
情報通信関連 16 ＣＡＤシステム ビ ジ ネ ス Ｉ Ｔ 等345
就 職 促 進 8 医療・介護事務 ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰ 等227

8 ＩＴリーダー養成 プログラマー養成 等座学実習組合せ 181
11 ｅ ビ ジ ネ ス 介 護 サ ー ビ ス 等若年者向けコース 254
8 70 医療・介護事務 清 掃 実 務 等障害者向けコース

創業ニーズ 2 30 創業支援ｽﾍﾟｼｬﾘｽﾄ
計 60 (南部 コース 人,北部 コース 人)1,250 48 1,011 12 239

実 施 機 関 京都・福知山・城陽障害者高等技術専門校 ３校

● 就職支援事業
・母子家庭の母等に対する就職支援セミナー 2コース 60人
・就職基礎能力速成講座 15コース270人

【実雇用見込】８７７人

◆専門就職指導員の設置（ ２０，０００千円）
離職者向け短期職業訓練を実施する京都高等技術専門校及び福知山高等技
術専門校に就職指導員を配置し、当該訓練受講者に対し就職指導を行う。

配置人員：８名（京都校６名 福知山校２名）
採用予定者：民間企業離職者で人事担当経験者等
採用期間：平成１７年４月～平成１８年３月
【実雇用見込】８人

担当課・係名 能 力 開 発 課 指 導 係 課・係電話番号 ０７５－４１４－５１０５

府労－２３




